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第１ 地球温暖化対策計画書制度の目的 

三重県では、事業者及び県民の自主的かつ積極的な地球温暖化対策を推進することを目的として、平

成25年12月に「三重県地球温暖化対策推進条例」（平成25年三重県条例第77号）を制定しました。 

本条例においては、事業者がその事業活動における温室効果ガスの排出の抑制を図るために必要な事

項に関する指針（「三重県事業者地球温暖化対策指針」（資料１））を知事が策定するとともに、特に

温室効果ガスの排出量が多い大規模事業所を設置する事業者について、計画的な温室効果ガス削減の取

組を促すため、地球温暖化対策計画書の作成義務を課し、その概要を公表することとしています。 

対象となる事業者の皆さんにおかれては、三重県事業者地球温暖化対策指針の内容を踏まえつつ、そ

れぞれ事業活動の実情に応じた計画書を作成いただき、自主的かつ積極的な地球温暖化対策を進めてい

ただくようお願いいたします。 

 

三重県地球温暖化対策推進条例・施行規則（抜粋） 

条  例 施行規則 

（事業者の地球温暖化対策に関する指針の策定等） 

第六条 知事は、事業者がその事業活動における地球温

暖化対策を行うために必要な事項に関する指針を定

め、これを公表しなければならない。これを変更した

ときも同様とする。 

 

 

（地球温暖化対策計画書の作成等） 

第八条 温室効果ガスの排出量が相当程度多い工場等

であって規則で定めるものを設置する者は、規則で定

めるところにより、温室効果ガスの排出の状況、温室

効果ガスの排出の抑制に係る目標及び措置その他の

事業活動における地球温暖化対策に関する事項を定

めた計画書（以下「地球温暖化対策計画書」という。）

を作成し、知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により地球温暖化対策計画書を提出し

た者は、当該地球温暖化対策計画書の内容を変更した

ときは、規則で定めるところにより、変更後の地球温

暖化対策計画書を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、第一項の規定による地球温暖化対策計画書

の提出があったとき、又は前項の規定による変更後の

地球温暖化対策計画書の提出があったときは、規則で

定めるところにより、その内容を公表するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工場等） 

第三条 条例第八条第一項の規則で定める温室効果ガス

の排出量が相当程度多い工場等は、エネルギーの使用

の合理化等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九

号）第十条第一項の規定により指定された第一種エネ

ルギー管理指定工場等及び同法第十三条第一項の規定

により指定された第二種エネルギー管理指定工場等と

する。 

 

（地球温暖化対策計画書の作成等） 

第四条 条例第八条第一項に規定する地球温暖化対策計

画書（以下この条及び次条において「地球温暖化対策計

画書」という。）は、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

一 工場等の名称、所在地、業種その他の事業の概要 

二 地球温暖化対策計画（以下単に「計画」という。） 

の期間 

三 温室効果ガスの排出の状況 

四 エネルギーの使用の状況 

五 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標 

六 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置 

七 その他知事が必要と定める事項 

２ 地球温暖化対策計画書は、計画の期間の初年度の七

月末日までに、知事に提出するものとする。 

３ 条例第八条第二項に規定する変更後の地球温暖化対

策計画書の提出は、変更があった日の翌日から起算し

て三十日以内に行うものとする。 
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（地球温暖化対策実施状況報告書の提出） 

第九条 前条第一項の規定により地球温暖化対策計画

書を提出した者は、規則で定めるところにより、地球

温暖化対策計画書（同条第二項の規定により変更後の

地球温暖化対策計画書を提出した者にあっては、当該

変更後の地球温暖化対策計画書。第十九条及び第二十

条において同じ。）に基づく地球温暖化対策の実施の

状況を記載した報告書（第十九条及び第二十条におい

て「地球温暖化対策実施状況報告書」という。）を知

事に提出しなければならない。 

 

 

 

（地球温暖化対策計画書の公表） 

第五条 条例第八条第三項に規定する公表は、インター

ネットの利用により行うものとし、地球温暖化対策計

画書又は変更後の地球温暖化対策計画書の公表する内

容は、次に掲げる事項とする。 

一 工場等の名称、所在地及び業種 

二 計画の期間 

三 温室効果ガスの排出の状況 

四 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標 

 

 

（地球温暖化対策実施状況報告書の提出） 

第六条 条例第九条に規定する地球温暖化対策実施状況

報告書（次項において「地球温暖化対策実施状況報告

書」という。）は、次に掲げる事項を記載するものとす

る。 

一 工場等の名称及び所在地 

二 温室効果ガスの排出の状況 

三 エネルギーの使用の状況 

四 温室効果ガスの排出を抑制するために行った措置 

五 その他知事が必要と認める事項 

２ 地球温暖化対策実施状況報告書は、計画の期間中の

年度ごとに、当該年度の翌年度の七月末日までに、知事

に提出するものとする。 
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第２ 地球温暖化対策計画書の作成 

 

１ 対象工場等 

対象となる工場等は、「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」

（昭和54年法律第49号）第十条第一項の規定により指定された第一種エネルギー管理指定工場等及び同

法第十三条第一項の規定により指定された第二種エネルギー管理指定工場等（以下「対象工場等」とい

う。）です。国、県及び市町の施設も対象となります。 

なお、条例上の対象工場等でない場合でも、自主的に計画書を作成し、県に提出していただくことが

可能です。 

対象工場等 

 

 

 

 

 

２ 地球温暖化対策計画書作成の留意事項 

(1) 計画書の範囲 

対象となる工場、事業所ごとに計画書を作成してください。法人の代表者名（代表取締役社長等）

での提出を原則としますが、代表者名での提出が困難な場合には、工場（事業所）長名で提出いただ

くことも可能とします。 

なお、同一事業者が県内に複数の工場等を有し、相互に連携して地球温暖化対策に取り組む場合は、

それらの工場等に関する事項を記載した計画書を事業者が統一して作成することも可能です。ただし、

温室効果ガスの排出の状況等については、それぞれの対象工場等の状況を明確に区分してください。 

 

(2) 計画書の基準年度、目標年度及び提出時期 

第５期（2026年度（令和８年度））の計画書は、基準年度は2025年度（令和７年度）、目標年度は2028

年度（令和10年度）となります。 

計画書の提出時期は、計画書作成年度の７月末日までです。 

なお、県が定める計画の期間の途中に計画書の対象工場等となった場合には、当該計画期間の残り

の期間に係る計画書を作成し、速やかに提出してください。 

 

計画書作成年度 基準年度 計画の期間（目標年度） 提出時期 

第１期（2014年度） 2013年度 2014年度～2016年度 2014年７月末日 

第２期（2017年度） 2016年度 2017年度～2019年度 2017年７月末日 

第３期（2020年度） 2019年度 2020年度～2022年度 2020年７月末日 

第４期（2023年度） 2022年度 2023年度～2025年度 2023年７月末日 

第５期（2026年度） 2025年度 2026年度～2028年度 2026年７月末日 

 

(3) 計画書の様式 

様式１「地球温暖化対策計画書」により、作成してください。（資料２参照） 

 

(4) 計画書の公表 

提出いただいた計画書は条例第八条第三項、規則第五条の規定に基づき、三重県のホームページに

おいて、その概要を公表します。 

公表する事項は、事業者名、工場（事業所）名、所在地、業種、計画の期間、温室効果ガスの排

出の状況（調整後排出量）、及び温室効果ガスの排出の抑制に係る目標です。 

なお、本制度に基づく公表の対象外とされている事項についても、三重県情報公開条例（平成

11年三重県条例第42号）に基づく開示請求の対象となります。 

 

・第一種エネルギー管理指定工場等: 

エネルギーの年度の使用量が原油換算3,000kL以上 

・第二種エネルギー管理指定工場等: 

エネルギーの年度の使用量が原油換算1,500kL以上 



4 
 

(5) 地球温暖化対策計画書の変更 

計画書の内容に変更が生じた場合は、随時変更が可能ですが、目標年度は変更しないでください。 

なお、変更した計画書の提出にあたっては、計画書の内容の変更後、様式２「地球温暖化対策計画

書変更届」を提出するとともに速やかに新たな計画書を提出してください。その際、計画書の最終頁

に計画変更履歴を記載してください（記載例は資料３参照）。 

 

３ 地球温暖化対策計画書の記載事項 

(1) 事業の概要（公表対象） 

事業者名、工場（事業所）名、所在地、業種（資料４「日本標準産業分類」参照）、エネルギー管

理指定工場等番号について記載してください。 

 

(2) 計画の期間（公表対象） 

県が指定する３年間を計画の期間とします。第５期については、2026年度（令和８年度）から2028

年度（令和10年度）までの３年間が計画期間となります。なお、この３年間の途中で、計画書の対象

工場（事業所）となった場合は、残りの期間に係る計画書を作成してください。（上記２(2)参照） 

 

(3) 計画の基本的な方針（公表対象） 

対象工場等における地球温暖化対策に係るこれまでの取組や今後の取組、事業者独自の個別事

情などを踏まえた計画書の基本的な方針を記載いただくか、当該内容について記載しているURL

を記載してください。記載内容は、公表できる内容としてください。 

 

(4) 温室効果ガスの排出の状況（公表対象） 

計画の期間の前年度を基準年度とし、基準年度における温室効果ガスの排出量を記載してくだ

さい。（上記２ (2)参照） 

ここでの温室効果ガスの排出量は、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより調整した調整

後温室効果ガス排出量（下記）を記載してください。 

 

 ※調整後排出量（ton-CO2） 

＝①エネルギー起源 CO2排出量（廃棄物原燃料使用に伴うものを除く。）（ton-CO2） 

・燃料の使用に伴うもの 

・電気の使用に伴うもの（他人から供給された電気の使用量×調整後排出係数） 

・熱の使用に伴うもの（他人から供給された熱の使用量×調整後排出係数） 

＋②非エネルギー起源 CO2 排出量（廃棄物原燃料使用に伴うものを除く。）（ton-CO2） 

＋③CH4、N2O、HFC、PFC、SF6及び NF3の基礎排出量（ton-CO2） 

－④無効化をした国内認証排出削減量、無効化をした海外認証排出削減量又は 

非化石電源二酸化炭素削減相当量（ton-CO2） 

＋⑤自らが創出した国内認証排出削減量※1のうち他者へ移転した量※2（ton-CO2） 

±⑥森林経営活動・木材製品利用による森林等炭素蓄積変化量※3（ton-CO2） 

※1 森林の整備及び保全により吸収された温室効果ガスの吸収量として認証されたもの並びに 

バイオ炭の農地施用により土壌に貯留された温室効果ガスの貯留量として認証されたものを除く。 

※2 熱供給事業者が調整後排出係数の算出において加算した量を除く。 

※3 令和９年度の報告（令和８年度実績）から調整後排出量の算定・報告が可能となる。 

 

なお、複数の対象工場等に係る計画を一つの計画書に統一して作成する場合には、それぞれの対象

工場等の排出の状況を明確に区分してください。 

 

(5) 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標（公表対象） 

目標年度における温室効果ガスの排出量の見込みを記載してください。 

なお、複数の対象工場等に係る計画を一つの計画書に統一して作成する場合には、それぞれの対象

工場等の目標を明確に区分してください。 
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(6) その他温室効果ガスの排出量の内訳等（非公表） 

  ①基礎排出量等 

温室効果ガス排出量（基礎排出量）は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」

という。）（平成10年10月９日法律第117号）に基づく算定方法に従って、以下の①②③を合計した量

（温対法で報告している温室効果ガス排出量の合計値）を記載してください。 

なお、上記算定方法で算定できない場合は、ご相談ください。 

① エネルギー起源二酸化炭素の量 

② 非エネルギー起源二酸化炭素の量 

③ 事業活動に伴って発生するその他の温室効果ガス（メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカ

ーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素）を二酸化炭素に換算した量 

 

  ②導入する再生可能エネルギーの種別及び量 

   導入する再生可能エネルギーの種別は、太陽光、風力、地熱、水力、その他（非燃料由来の非化石、

燃料、熱等）を記載してください。複数の再生可能エネルギーを導入する場合は、再生可能エネルギ

ーの種類ごとに記載してください。 

 

  ③調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量 

   環境大臣及び経済産業大臣が定めるものについて、削減量の種別ごとに記載してください。枠が不

足する場合は、行を追加してください。ここでの2030年度目標は、任意です。 

 

  ④非エネルギー起源CO2排出量 

   エネルギー起源CO2以外の温室効果ガスの排出がある場合にのみ提出してください。 

 

 ⑤鉱業・化学製品の生産・使用量 

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガスの排出がある場合にのみ提出してください。鉱業・化学製

品の生産・使用量を記載してください。排出活動は、別タブ「排出活動一覧」を参照してください。

また、該当する排出活動が複数ある場合は、排出活動ごとに行を追加してください。 

なお、ここでの排出量は、温室効果ガスの種類ごとの合計量ごとに④非エネルギー起源CO2排出量

と一致させてください。 

 

  ⑥エネルギーの使用の状況 

別紙により基準年度におけるエネルギーの使用の状況を記載していただくか、「エネルギーの使用

の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」に基づく指定-第２表の写しを添付してく

ださい。 

※複数の対象工場等に係る計画を一つの計画書に統一して作成する場合には、それぞれの対象工場

等のエネルギーの使用の状況を明確に区分してください。 

 

(7) 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置（非公表） 

三重県事業者地球温暖化対策指針を参考に、様式３「（計画用）地球温暖化対策チェックリスト」

の該当項目に○を記載して、添付してください（記載例は資料５参照）。 

 

(8) その他の地球温暖化防止に係る取組（非公表） 

計画の基本的な方針で原則公表しない取組や、地球温暖化対策チェックリストに記載されていない

取組を実施する場合は、その取組内容を記載のうえ提出するか、温室効果ガス算定・報告・公表制度

の様式第２の写しを添付してください。 

４ 計画書に基づく措置の実施状況の報告 

計画書を提出した者は、条例第九条の規定に基づき、毎年、計画書に基づく措置の実施の状況を記載

した「地球温暖化対策実施状況報告書」（以下「報告書」という。）を知事に提出しなければなりません。 

報告書は、様式４「地球温暖化対策実施状況報告書」により作成してください（資料６参照）。 

報告書は、計画の期間の当該年度の翌年度の７月末日までに作成して提出してください。 
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なお、この報告書は、条例に基づく公表の対象とはなりませんが、三重県情報公開条例に基づく開示

請求の対象にはなります。 

 

５ 報告書の記載事項 

(1) 事業者名等 

事業者名、対象工場（事業所）名、エネルギー管理指定番号、業種、従業員数及び事業者ホームペ

ージURLを記載してください。 

 

 (2) 温室効果ガスの排出の状況 

当該年度における温室効果ガスの排出量の実績を記載してください。調整後排出量等については、

３(4)を参照してください。 

複数の対象工場等に係る計画を一つの計画書に統一して作成した場合には、報告書についても、そ

れぞれの対象工場等の状況を明確に区分してください。 

 

(3) 製造品出荷額等 

当該年度における製造品出荷額等※を記載してください。製造業以外の事業者については、記載不

要です。 

※製造品出荷額、加工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出たくず及び廃物の出荷額の合計

であり、消費税等内国消費税額を含んだ額 

 

 (4) その他温室効果ガス排出量の内訳等 

①非エネルギー起源CO2排出量 

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガスの排出がある場合にのみ提出してください。 

 

②鉱業・化学製品の生産・使用量 

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガスの排出がある場合にのみ提出してください。鉱業・化学製品

の生産・使用量を記載してください。排出活動は、別タブ「排出活動一覧」を参照してください。ま

た、該当する排出活動が複数ある場合は、排出活動ごとに行を追加してください。 

なお、ここでの排出量は、温室効果ガスの種類ごとの合計量ごとに①非エネルギー起源CO2排出量と

一致させてください。 

 

③エネルギーの使用の状況 

当該年度におけるエネルギーの使用の状況を記載していただくか、「エネルギーの使用の合理化及

び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」に基づく指定-第２表の写しを添付してください。 

※複数の対象工場等に係る計画を一つの計画書に統一して作成した場合には、報告書についても、

それぞれの対象工場等のエネルギーの使用の状況を明確に区分してください。 

※計画書作成年度において新たな計画書を作成、提出する場合は、指定-第２表の写しは計画書に１

部添付していただければ、報告書への添付は不要です。 

 

(5) 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置 

様式５「（報告用）地球温暖化対策チェックリスト」により取組の進捗状況を記載して、添付してく

ださい（記載例は資料７参照）。 

 

(6) 温室効果ガス排出抑制の取組とその効果 

計画の基本的な方針で原則公表しない取組や、地球温暖化対策チェックリストに記載されていない

取組を実施する場合は、その取組内容を別紙５に記載のうえ、提出してください。 

なお、温室効果ガス算定・報告・公表制度の様式第２の写しを添付いただいても結構です。 
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６ 地球温暖化対策計画書作成義務の解除 

計画の期間中、対象工場等でなくなった場合は、次の事項を記載した書面に添付書類を付けて知事に

様式６「地球温暖化対策計画書作成義務解除届」を提出してください（記載例は資料８参照）。 

 

(1) 記載事項 

ア 指定が取り消しとなった工場等の名称 

イ エネルギー管理指定工場等の指定取消年月日 

 

(2) 添付書類 

ア 行政庁からの指定取消通知文書の写し 

 

７ 地球温暖化対策計画書等の提出先等 

(1) 提出方法及び提出先 

①電子メールの場合：ontaik@pref.mie.lg.jp（地球温暖化対策課あて） 

※電子メールの件名は、「（貴社名・貴事業所名）地球温暖化対策実施状況報告書（又は地球温暖化

対策計画書）」としてください。 

②郵送又は持参の場合：〒514-8570 三重県津市広明町13番地 三重県環境生活部地球温暖化対策課 

（※持参の場合は、当該工場等の所在する市町を管轄する地域防災総合事務所環境

室及び地域活性化局環境室（資料９参照）への提出でも可） 

 

(2) 提出部数 

計画書等(紙媒体)１部または計画書を記録した電子媒体１部 

 

８ その他 

   四日市市内の対象工場等については、地球温暖化対策実施状況報告書に記載されている事業者名、工

場（事業所）名、業種、温室効果ガス排出量、製造品出荷額等（製造業事業所のみ）を、四日市市へ情

報提供します。 
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三重県事業者地球温暖化対策指針 
                               

平成26年4月1日 制定 

第１ 趣旨等  

この指針は、三重県地球温暖化対策推進基本条例（平成25年三重県条例第77号。以下「条例」という。）

第6条の規定により、事業者がその事業活動に伴う温室効果ガスの排出を効果的に抑制するために必要な

事項を定めるものである。 

事業者は、次に例示する温室効果ガスの排出を抑制するための措置の内容を参考に、事業活動の特性に

応じて、適切かつ有効な措置を選定し実施することとし、条例第8条に規定する地球温暖化対策計画書は、

この指針に基づいて実施する措置を具体的に記載して作成することとする。 

また、事業者は、温室効果ガスの排出を抑制する措置の内容に関連して、「工場等におけるエネルギー

の使用の合理化に関する事業者の判断の基準」（エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エネ

ルギー法」という。）第5条第1項）及び「事業活動に伴う温室効果ガスの排出抑制等及び日常生活におけ

る温室効果ガスの排出抑制への寄与に係る事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を

図るために必要な指針」（地球温暖化対策の推進に関する法律第21条）等についても参考にするものとす

る。 

 

第２ 用語 

この指針において使用する用語は、条例及び三重県地球温暖化対策推進基本条例施行規則（平成25

年三重県規則第86号）において使用する用語の例による。 

 

第３ 事業活動に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置 

 １ 運用による対策 

(1) 一般管理の実施 

ア 推進体制の整備 

① 環境マネジメントシステム又はこれに準じたシステムの導入に努めるなどして、地球温暖化対

策を効果的に推進するために責任者の設置、マニュアルの作成及び社内研修体制の整備を行うこ

と。 

② 定期的に地球温暖化対策に関する研修、教育などを行うこと。 

イ エネルギーの使用に関するデータ管理 

① 系統的に年・季節・月・週・日・時間単位等でエネルギー管理を実施し、数値、グラフ等で過去

の実績と比較したエネルギーの消費動向等が把握できるようにすること。 

② 機器や設備の保守状況、運転時間、運転特性値等を比較検討し、機器や設備の劣化状況、保守時

期等を把握すること。 

ウ 運転管理 

設備は、負荷の状況に応じ、高効率の運転が維持できるよう運転管理を行うこと。 

特に、加熱等を行う設備、空気調和設備など設備が複数の設備で構成されている場合は、総合的な

エネルギー効率を向上させるよう、負荷の状態に応じ、稼働台数の調整、稼動機器の選択又は負荷の

適正配分を行うこと。 

エ 保守及び点検 

ボイラーの水質管理、伝熱面等に付着したばいじん及びスケール等の除去、フィルターの目づま

りの除去、凝縮器及び熱交換器のスケールの除去、蒸気その他の熱媒体の漏えい部分の補修、照明器

具及び光源の清掃並びに光源の交換等設備の管理等に必要な事項について定期的に保守及び点検を

行い、良好な状態に維持すること。 

 (2) ボイラー・工業炉・空調・照明等設備の運用改善 

ア 燃料の燃焼の合理化〈燃焼設備〉 

① 空気比を最適に設定すること。 

② 燃料を燃焼する場合には、燃料の粒度、水分、粘度等の性状に応じて、燃焼効率が高くなるよう、

適切に運転すること。 

イ 加熱及び冷却並びに伝熱の合理化〈熱利用設備〉 

(ｱ) 加熱設備等 

① 熱媒体による熱量の過剰な供給をなくすよう、熱媒体の温度、圧力及び量を最適に設定する

資料 1 
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こと。 

② 熱効率を向上させるよう、ヒートパターン(被加熱物の温度の時間の経過に対応した変化の態

様をいう。)を改善すること。 

③ 過大及び過小な負荷を避けるよう、被加熱物又は被冷却物の量及び炉内配置を最適に設定す

ること。 

④ 加熱を反復して行う工程においては工程間の待ち時間の短縮、加熱等を行う設備で断続的な

運転ができるものについては運転の集約化、蒸気を用いる加熱等を行う設備については不要時

の蒸気バルブの閉止、加熱等を行う設備で用いる蒸気については適切な乾き度を維持すること。 

(ｲ) 空気調和設備、給湯設備 

① 空気調和設備は、ブラインドの管理等により負荷の軽減を行うとともに、運転時間、室内の

温･湿度、換気回数等を使用状況等に応じて最適に設定すること。 

② 冷暖房温度は、政府の推奨する設定温度を勘案して設定すること。 

③ 給湯設備は、季節及び作業の内容に応じ供給箇所を限定し、給湯温度、給湯圧力等を最適に設

定すること。 

ウ 排熱の回収利用〈排熱回収設備〉 

排ガスの排熱は排ガス温度又は排熱回収率について、蒸気ドレンの排熱は蒸気ドレンの温度、量

及び性状について、加熱された固体若しくは流体が有する顕熱、潜熱、圧力、可燃性成分等は回収を

行う範囲について、それぞれ最適に設定して回収利用を行うこと。 

エ 熱の動力等への変換の合理化 

コージェネレーション設備は、発生する熱及び電気が十分に利用されるよう、負荷の増減に応じ

た総合的な効率を高める運転管理を行うこと。 

オ 放射、伝熱、抵抗等によるエネルギーの損失の防止〈熱利用設備並びに受変電設備及び配電設備〉 

① 配電線路の短縮、配電電圧の適正化により、配電損失を低減すること。 

② 三相電源に単相負荷を接続させるときは、電圧の不均衡を防止すること。 

③ 電気の使用を平準化して最大電流を低減するよう、電気使用設備の稼動を調整すること。 

カ 電気の動力､熱等への変換の合理化〈電気使用設備〉 

(ｱ) 電動力応用設備、電気加熱設備等 

① 電動力応用設備は、電動機の空転による電気の損失を低減するよう管理し、不要時は停止す

ること。 

② 流体機械は、台数制御、回転数の変更、配管変更、インペラーカット、回転数制御等により送

出力及び圧力を適正に調整し、電動機の負荷を低減すること。 

③ 電気加熱設備は、被加熱物の装てん方法の改善、無負荷稼動による電気の損失の低減、断熱及

び排熱回収利用を行うことにより、熱効率を向上させること。 

④ 電解設備は、適当な形状及び特性の電極を採用し、電極間距離、電解液の濃度、導体の接触抵

抗等を最適に設定することにより、電解効率を向上させること。 

(ｲ) 照明設備、事務用機器 

① 照明設備は、照度の適正化を図るとともに、適宜調光による減光又は消灯を行うことにより、

過剰又は不要な照明をなくすこと。 

② 事務用機器は、不要時において適宜電源を切るとともに、低電力モードの設定を行うこと。 

キ エネルギー管理システム（ＥＭＳ）の採用 

① 系統別に、年単位・季節単位等でのエネルギー管理を実施し、過去の実績と比較してエネルギ

ーの消費動向等を把握すること。 

② 空調設備・電気設備等に関する統合的な省エネルギー制御を実施すること。 

③ 機器や設備の保守状況・劣化状況等を把握すること。 

２ 設備導入等による対策 

(1) ボイラー・工業炉・空調・照明等設備への省エネ技術の導入（設備改善を含む。） 

ア 燃焼設備 

① 空気比を低下させるよう努めるとともに、空気比の管理のため、燃焼制御装置を設けること。 

② バーナー等の燃焼機器は、負荷及び燃焼状態の変動に応じて燃料の供給量及び空気比を調整

できるものとすること。また、リネジェレイティブバーナー等熱交換器と一体となったバーナ

ーの採用による熱効率の向上を図ること。 

③ 通風装置は、通風量及び燃焼室内の圧力を調整できるものとすること。 
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④ 燃焼設備ごとに、燃料の供給量、燃焼に伴う排ガス温度、排ガス中の残存酸素濃度等に関する

計測装置を設置し、コンピュータを使用すること等により的確な燃焼管理を行うこと。 

イ 熱利用設備 

① 効率的な熱回収に努め、冷却器及び凝縮器への入口温度を下げること。 

② 輸送段階での放熱の防止及びスチームセパレーターの導入により、熱利用設備での蒸気の乾

き度を高めること。 

③ 工業炉の炉壁面等の性状および形状を改善することにより、放射率を向上させること。 

④ 加熱等を行う設備の伝熱面の性状及び形状を改善することにより、熱伝達率を向上させるこ

と。 

⑤ 加熱等を行う設備の熱交換に係る部分には、熱伝導率の高い材料を用いること。 

⑥ 工業炉の炉体、架台及び治具、被加熱物を搬入するための台車等の熱容量を低減させること。 

⑦ 直火バーナー、液中燃焼等により被加熱物を直接加熱できる場合は、直接加熱すること。 

⑧ 多重効用缶による加熱等を行う場合には、効用段数の増加により総合的な熱効率を向上させ

ること。 

⑨ 蒸留塔に関しては、運転圧力の適正化、段数の多段化等による還流比の低減、蒸気の再圧縮、

多重効用化等を図ること。 

⑩ 熱交換器の増設及び配列の適正化により総合的な熱効率を向上させること。 

⑪ 高温で使用する工業炉と低温で使用する工業炉の組み合わせ等により、熱を多段階に利用し

て、総合的な熱効率を向上させること。 

⑫ 加熱等を行う設備の制御方法を改善し、熱の有効利用を図ること。 

⑬ 加熱等の反復を必要とする工程は、連続化若しくは統合化又は短縮若しくは一部の省略を図

ること。 

⑭ 工業炉の炉壁の断熱性を向上させ、炉壁外面温度を低減させること。 

⑮ 断熱材の厚さの増加、熱伝導率の低い断熱材の利用、断熱の二重化等により、熱利用設備の断

熱性を向上させること。 

⑯ 熱利用設備の開口部は、開口部の縮小又は密閉、二重扉の取付け、内部からの空気流等による

遮断等により、放散及び空気の流出入による熱の損失を防止すること。 

⑰ 熱利用設備の回転部分、継手部分等は、シールを行う等により熱媒体の漏えいを防止するこ

と。 

⑱ 熱媒体を輸送する配管は、経路の合理化により放熱面積を低減させること。 

⑲ 開放型の蒸気使用設備や高温物質搬送設備等は、おおいを設けることにより、放散又は熱媒

体の拡散による熱の損失を低減させること。 

⑳ 排ガスの排熱の回収利用においては、排ガス温度を低下させ、排熱回収率を高めること。 

○21 被加熱物の水分の事前除去、予熱、予備粉砕等、事前処理によるエネルギーの使用の合理化を

図ること。 

○22 ボイラー、冷凍機等の熱利用設備の設置に際しては、小型化・分散配置又は蓄熱設備の設置に

よるエネルギーの使用の合理化を図ること。 

○23 ボイラー、工業炉、蒸気・温水等の熱媒体を用いる加熱設備及び乾燥設備等の設置に際して

は、熱効率の高い設備を採用するとともに、運転特性及び稼働状況に応じて所要能力に見合っ

た容量のものとすること。 

○24 温水媒体による加熱設備は、真空蒸気媒体により加熱すること。 

ウ 排熱回収設備 

① 排熱を排出する設備から排熱回収設備に排熱を輸送する煙道、管等は、空気の侵入の防止、断

熱の強化等により、排熱温度を高く維持すること。 

② 伝熱面の性状及び形状の改善、伝熱面積の増加等により、排熱回収率を高めること。また、排

熱利用が可能となる場合には、蓄熱設備を設置すること。 

③ 排熱並びに加熱された固体又は液体が有する顕熱、潜熱、圧力、可燃性成分及び反応熱等の有

効利用を図ること。 

エ 発電専用設備、コージェネレーション設備 

① 蒸気又は温水需要が大きく、将来年間を総合して排熱の十分な利用が可能であると見込まれ

る場合は、適正規模の設備容量のコージェネレーション設備を設置すること。 

② コージェネレーション設備に使用する抽気タービン又は背圧タービンは、最適な抽気条件又
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は背圧条件を設定すること。 

オ 電気使用設備 

① 電動機は高効率のものを採用すること。 

② 電動力応用設備を負荷変動の大きい状態で使用するときは、負荷に応じた運転制御ができる

よう、回転数制御装置等を設置すること。 

③ 電動機は、負荷機械の運転特性及び稼動状況に応じて、所要出力に見合った容量のものを配

置すること。 

④ 進相コンデンサの設置等により、受電端における力率を向上させること。 

⑤ 電気使用設備ごとに、電気の使用量、電気の変換により得られた動力、熱等の状態、当該動力、

熱等の利用過程で生じる排ガスの温度等を把握し、コンピュータを使用する等により的確な計

測管理を行うこと。 

⑥ 電気加熱設備は、燃料の燃焼による加熱、蒸気等による加熱と電気による加熱の特徴を比較

勘案して導入すること。さらに電気加熱設備の導入に際しては、温度レベルにより適切な加熱

方式を採用すること。 

⑦ エアーコンプレッサーの設置に際しては、小型化・分散配置によるエネルギーの使用の合理

化を検討すること。また、圧力の低いエアーの用途には、エアーコンプレッサーによる高圧エア

ーを減圧して使用せず、低圧用のブロワー又はファンを利用すること。 

⑧ 缶・ボトル飲用自動販売機を設置する場合は、タイマー等の活用により、夜間、休日等販売し

ない時間帯の運転停止、庫内照明が不必要な時間帯の消灯など、利用状況に応じた効率的な運

転を行うこと。 

⑨ 電力の需要実績と将来の動向を十分検討し、受変電設備の配置、配電圧、設備容量を決定する

こと。 

⑩ エネルギー消費効率の高い複写機、電子計算機等の事務用機器の導入を図ること。 

カ 空気調和設備 

① 熱需要の変化に対応可能な容量のものとし、可能な限り空気調和を施す区画ごとに分割制御

できるものとすること。 

② 適切な台数分割及び台数制御、部分負荷運転時に効率の高い機器又は蓄熱システム等、負荷

変動に応じ効率の高い運転が可能となるシステムを採用すること。 

③ 送風機及びポンプを負荷変動の大きい状態で使用するときは、回転数制御装置による変風量

システム及び変流量システムを採用すること。 

④ 効率の高い熱源設備を使った蓄熱式ヒートポンプシステム、ガス冷暖房システム等を採用す

ること。また、事業所内に冷房と暖房の負荷が同時に存在する場合には熱回収システムの採用、

排熱を有効に利用できる場合には排熱駆動型熱源機を採用すること。 

⑤ 空気調和を行う部分の壁、屋根については、厚さの増加、熱伝導率の低い材料の採用、断熱の

二重化等により、断熱性を向上させること。また、窓は、ブラインド、庇、ルーバー、熱線反射

ガラス、選択透過フィルムの採用、植栽等の日射遮へい対策を講じること。 

⑥ ＣＯ２センサー等による外気導入量制御、全熱交換機等の採用により、外気処理に伴う負荷を

削減させること。また、夏期以外の期間の冷房については、外気による冷房又は冷却塔により冷

却された水を利用した冷房等を行うこと。 

⑦ 大温度差をとれるシステムを採用し、送風量及び循環水量を低減すること。 

⑧ 配管及びダクトは、熱伝導率の低い断熱材の利用等により、断熱性を向上させること。 

キ 給湯設備、換気設備、昇降設備等 

① 給湯設備は、効率の高い熱源設備を活用したヒートポンプシステム及び凝縮熱回収方式等を

採用すること。 

② 屋内駐車場、機械室及び電気室等の換気用動力は、各種センサー等により風量制御できるも

のとすること。 

③ エスカレータ設備等の昇降設備は、人感センサー等により通行者不在のときに設備を停止さ

せるなど、利用状況に応じた効率的な運転を行うこと。 

ク 照明設備 

① Ｈｆ蛍光ランプ（高周波点灯専用形蛍光ランプ）、ＨＩＤランプ（高輝度放電ランプ）、ＬＥ

Ｄランプ等の省エネルギー型設備を採用すること。 

② 光源の発光効率、点灯回路や照明器具の効率、被照明場所への照射効率等を含めた総合的な
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照明効率を考慮して、照明器具を選択すること。 

③ 照明器具、設置場所、設置方法等を検討するにあたっては、清掃、光源の交換等の保守性を考

慮すること。 

④ 昼光の利用若しくは照明設備を施した当初や光源を交換した直後の照度補正ができるように、

減光が可能な照明器具や照明自動制御装置を採用すること。 

⑤ 昼光を使用することができる場所の照明設備の回路は、他の照明設備と別回路にすることも

考慮すること。 

⑥ 不必要な場所及び時間帯の消灯又は減光のため、人感センサーの設置、タイマーの利用等を

行うこと。 

(2) その他の排出抑制対策 

ア 再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの活用 

① 太陽光発電、風力発電、バイオマス発電等の再生可能エネルギーに係る技術を取り入れた設

備を導入すること。 

② 可燃性廃棄物を燃焼又は処理する際発生するエネルギーや燃料については、できるだけ回収

し利用を図ること。 

③ 事業所の周辺において、下水、河川水等の温度差エネルギーの回収が可能な場合には、ヒート

ポンプ等を活用して、その有効利用を図ること。 

イ 余剰蒸気の活用等 

① 利用価値のある高温の燃焼ガス又は蒸気が存在する場合には、発電、作業動力等への有効利

用を検討すること。また、複合発電及び蒸気条件の改善により、熱の動力等への変換効率を向上

させること。 

② 工場において、利用価値のある余剰の熱、蒸気等が存在する場合には、他工場又は民生部門で

の有効利用を図ること。 

ウ エネルギー使用合理化に関するサービス提供事業者の活用 

ＥＳＣＯ事業者（エネルギーの使用の合理化に関する包括的なサービスを提供する者）等による

エネルギー効率改善に関する診断、助言、エネルギーの効率的利用に係る保証の手法等の活用を図

ること。 

３ その他の対策 

(1) 事業活動に伴い物品を購入し、若しくは借り受け、又はサービスの提供を受ける場合には、購入等の

必要性を十分に考慮するとともに、環境物品等を選択すること。 

(2) 事業活動において、廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用その他資源の有効利用に努めること。 

 

第４ 事業活動に伴い自動車等を有する者が当該自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出を抑制するため

の措置 

１ 推進体制の整備及び日常的な管理 

(1) 推進体制の整備 

ア 環境マネジメントシステム又はこれに準じたシステムの導入に努めるなどして、温暖化対策を効

果的に推進するために責任者の設置、マニュアルの作成及び社内研修体制の整備を行うこと。 

イ 温暖化対策に関する研修、教育などを定期的に行うこと。 

(2) エネルギー使用に関するデータ管理 

ア 自動車毎の走行距離、燃料消費量等のデータを定期的に記録し、燃費管理を確実に行うとともに、

輸送物品に係る積載状況、輸送経路等を定期的に把握すること。 

イ デジタル式運行記録計の活用等により運転者別、車種別等のエネルギーの使用の管理を行うこと。 

(3) 自動車の適正な維持管理 

ア 日常の点検・整備に関するマニュアルの作成や従業員の教育等を通じ、車両の適正な維持管理を

行うこと。 

イ 日常の点検・整備については定期的にタイヤ空気圧の適正化、エアクリーナーの清掃・交換及びエ

ンジンオイルの交換などを行い、良好な整備状態を維持すること。 

２ 低燃費車の導入等 

(1) 低燃費車の導入 

ハイブリッド車、天然ガス自動車、トップランナー燃費基準達成車、アイドリングストップ装置装着

車等の低燃費車等を計画的に導入すること。 
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(2) エネルギー使用効率の優れた装備の導入 

トラックにおいては、蓄熱式暖房マット、蓄冷式ベッドルームクーラー、エアヒーター、スタンバイ

装置（原動機の停止時に車両外から電源を供給するための装置をいう。）等のエネルギーの使用効率の

優れた機械器具を導入すること。 

３ エコドライブの推進 

自動車の適正な整備や、急発進及び急加速をしないなど環境負荷を軽減するエコドライブを推進する

ため、次に示す対策を実施すること。 

(1) エコドライブについて運転者へ周知すること。 

(2) エコドライブに係る管理責任者の設置及びマニュアルの作成等を通じて、エコドライブの推進体制

を整備すること。 

(3) エコドライブ講習を実施したり、エコドライブ講習に従業員が参加する機会を提供すること。 

４ トラックにおける対策 

(1) 効率的な輸送経路による運行 

ア 事前にエネルギーの使用に関して効率的な輸送経路を選択し、それを運転者に周知すること。 

イ 全地球測位システム（ＧＰＳ）を活用した情報通信機器の導入等により、事業者がトラックの車両

位置を把握するとともに、道路交通情報を踏まえた運転者への指示を行うことができるようにする

こと。 

ウ 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）の情報端末の導入を通じて、運転者が渋滞情報を容易に把

握できるようにすること。 

(2) 輸送回数の縮減 

輸送量に応じたトラックの大型化等、輸送量に応じた自動車を使用すること。 

(3) 輸送能力の効率的な活用 

ア 輸送物品の重量、形状その他の特性を把握して、輸送単位の決定、配車割り等を行うこと。 

イ 事業者がトラックの車両位置及び積載状況を把握することにより、輸送需要に応じて、運転者に

対し、積載率向上の指示等を行うことができるシステムを導入すること。 

ウ 営業用トラックについては、他の輸送事業者と連携することにより、共同輸配送及び共同運行の

実施、積荷情報の共有化並びに輸送需要を的確に把握することによる積合せ輸送の推進や帰り荷の

確保を図ること。 

(4) その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

ア 冷凍貨物等を輸送する車両については、貨物の適切な温度管理を行うこと。 

イ 荷主、他の輸送事業者その他の関係者との間で輸送状況に関する情報交換を実施すること等によ

り、エネルギーの使用の合理化に資する取組に係る関係者との連携を強化すること。 

ウ 次に掲げる措置等を通じて、営業用トラックの利用促進のための環境醸成を図ること。 

① 自家用トラックを使用する貨物輸送事業者は、輸送効率の面で上回る営業用トラックへの転換

を促進するため、営業用トラックに転換可能な貨物の選別を行うことにより、営業用トラックの

利用が促進される環境醸成を図ること。 

② 営業用トラックを使用する貨物輸送事業者は、自家用トラックと比べて、輸送効率の面で上回

る営業用トラックへの転換を促進するため、営業用トラックに転換可能な貨物を選別し、かつ、自

家用トラックを使用する貨物輸送事業者の営業用トラックへの転換意向の把握を行うとともに、

営業用トラックの利用価値を高めること。 

エ 物流拠点の整備に当たっては、共同輸配送、積載率の向上等を通じて、貨物輸送のエネルギーの使

用の合理化に配慮すること。 

５ バスにおける対策 

(1) 輸送能力の効率的な活用 

回送運行距離を最小限にするような車両の運用を行うこと。 

(2) その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

ア バスの利便性を高めるため、ノンステップバス、共通ＩＣカードシステム、バスの運行情報及びバ

スと鉄道等との接続情報の提供システム、バスロケーションシステム等の導入、乗り継ぎ施設の整

備、改善等を推進すること。 

イ バスの走行環境の改善を図るため、バス専用レーン、バス優先レーン等の設置、違法駐車の排除等

について関係者との連携の強化を図ること。 

ウ 通勤時等におけるバスの利用促進を図るため、企業等との連携の強化を図ること。 
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６ タクシーにおける対策 

(1) 効率的な走行ルートの選択 

効率的な走行経路による運航を行うため、道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）対応カーナビゲー

ションシステムの導入を通じて、目的地までの効率的な走行ルートの選択を行うこと。 

(2) 回送距離や空車走行の縮減 

ア 衛星を利用した車両位置自動表示システム（高度ＧＰＳ－ＡＶＭシステム）の導入等により効率

的な配車を行い、空車走行を縮減すること。 

イ 輸送需要の的確な把握を通じて、適切な車両管理等を行い、回送走行等を縮減すること。 

(3) その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

客待ちのアイドリングストップを促進するため、関係者と連携してタクシープールの整備を推進す

ること。 

 

第５ 従業員の自家用自動車等による通勤に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置 

１ 推進体制の整備 

責任者、担当部署を決めるなど社内の推進体制の整備を図ること。 

２ 公共交通機関等の利用等への転換 

   事業者は、従業員が自家用自動車による通勤から、公共交通機関や自転車、徒歩による通勤に転換する

ことを促進するため、次に示す対策を実施すること。 

(1) 通勤バスの運行 

事業所単独、又は他の事業所と共同して、最寄りの駅から事業所まで、従業員用の通勤バスを運行す

ること。なお、通勤バスの運行にあたっては、乗車する従業員の人数に応じたバスや低燃費バスなど低

公害車の運行に努めること。 

(2) 自転車利用の促進 

    ア 駐輪場の設置等、駐輪環境の改善を図ること。 

イ 通勤用自転車を貸与すること。 

ウ 着替え用ロッカーやシャワー設備の整備など、自転車を利用して通勤する従業員の利便性の向

上を図ること。 

(3) パークアンドライドの奨励 

パークアンドライドで通勤する従業員が利用するための駐車場を確保すること。 

(4) 通勤手当の見直し等 

ア 自転車通勤者への手当支給など、通勤手当の見直しを図ること。 

イ 自家用自動車の通勤許可基準を強化するなど、通勤制度の見直しを図ること。 

ウ 通勤用自転車購入のための補助制度を創設するなど、自家用自動車以外による通勤への助成金

を従業員に支給すること。 

(5) 旅客輸送事業者等との連携強化 

   ア 通勤時における公共交通機関の利用促進を図るため、旅客輸送事業者との連携を強化すること。 

   イ 従業員用通勤バスを共同運行するため、周辺の事業者が旅客輸送事業者との連携を図ること。 

(6) 従業員への研修及び啓発 

    地球温暖化対策に関する研修や、「ノーマイカーデー」の実施など、事業所内において自家用自動車

による通勤の自粛を推進する活動を実施すること。 

３ エコドライブ等の推進 

事業者は、従業員が通勤に使用する自家用自動車の適正な整備や、急発進及び急加速をしない運転など

環境負荷を軽減するエコドライブを推進すること並びに従業員が自家用自動車を購入するときは低公害

車を選択することを推進するため、次に示す対策を実施する。 
(1) 自動車整備の促進 

    自動車を整備するスペースや工具等を設置すること。 

(2) 従業員への支援 

低公害車購入のための補助制度を創設すること。 

(3) 従業員への研修及び啓発 

   ア エコドライブ講習会を開催するなど、エコドライブ講習に従業員が参加する機会を提供するこ

と。 

イ 通勤に使用する自家用自動車を点検整備する機会の提供や、駐車場にアイドリングストップを
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促す看板を設置するなど、社内においてエコドライブを推進する活動を実施すること。 

 

第６ 劇場、映画館その他の集客施設において当該集客施設の利用者の来場に係る自家用自動車等の使用に

伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置 

１ 推進体制の整備 

責任者、担当部署を決めるなど社内の推進体制の整備を図ること。 

２ 公共交通機関や自転車利用等の啓発 

(1) 公共交通機関及び自転車利用の啓発 

施設利用者に対して、公共交通機関や自転車の利用に関する広報等を実施し、施設利用者が来場す

る際の公共交通機関や自転車の利用を推進する。 

(2) エコドライブの啓発 

自家用自動車で来場する施設利用者に対して、エコドライブに関する広報等を実施し、当該施設利

用者が自家用自動車で来場する際にはエコドライブを実践するよう促す。 

(3) 次世代自動車の啓発 

施設利用者に対して、電気自動車やハイブリット自動車、天然ガス自動車といった次世代自動車に

関する広報等を実施し、次世代自動車の利用促進を図る。 

３ 施設整備・維持管理 

(1) 電気自動車用充電器の整備  

電気自動車での来場を促進するため、電気自動車用充電器の整備を行う。 

(2) 十分な広さの駐輪場の設置・維持管理  

自転車での来場を促進するため、十分な駐輪場を設置するとともに、その駐輪場の維持管理を行う。 

(3) 駐車場周辺への交通案内看板の設置  

施設利用者が利用する駐車場周辺に交通案内の看板を設置し、施設周辺道路の渋滞緩和を図る。 

(4) 交通整理員の配置  

施設利用者が利用する駐車場周辺に交通整理員を配置し、施設周辺道路の渋滞緩和を図る。 

４ 施設利用者に対するサービスの提供 

(1) 公共交通機関利用者へのインセンティブの付与 

   公共交通機関を利用して来場する者に対して、優遇措置を講ずることにより、公共交通機関の利用

を促進する。 

(2) 送迎バスの運行 

   最寄り駅から当該施設までの距離が遠いことが自家用自動車による来場者の増加原因となっている

場合には、最寄り駅から送迎バスを運行することなどにより、来場者の公共交通機関利用を促進する。 

(3) 自転車での来場者へのサービス提供 

  自転車を利用して来場する者に対して、サービスを提供することにより、自転車での来場を促す。 

(4) 次世代自動車利用者へのインセンティブの付与  

次世代自動車を利用して来場する者に対して、優遇措置を講ずることにより、次世代自動車の利用

を促進する。 

５ 宅配サービスの実施等 

(1) 荷物の宅配サービスの実施  

荷物を各家庭まで宅配するサービスを実施し、来場者の公共交通機関や自転車の利用を促進する。 

(2) インターネット等を利用した物品販売の促進 インターネット等を利用した物品販売の促進を図

り、自家用自動車での来場を抑制する。 
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（地球温暖化対策計画書） 

 

令和○○年○○月○○日 

 

  三重県知事 あて 

 

                                              三重県○○市○○町○番地     

                                                  ○○株式会社 

                                                  代表取締役 ○○ ○○ 

 

地球温暖化対策計画書の提出について 

 

   三重県地球温暖化対策推進条例第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 提出資料   地球温暖化対策計画書等（紙媒体） １部 または 電子媒体 １部 

 

２ 地球温暖化対策担当部署 ○○部○○課 

担当者名 ○○○ 

電話番号 ○○○－○○○－○○○○ 

FAX番号 ○○○－○○○－○○○○ 

電子メールアドレス ○○○@○○○○.jp 

  

法人の代表者による提出が困難

な場合には、工場（事業所）長に

よる提出も可とします。 

資料２ 

mailto:○○○@○○○○.jp
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様式１ 

○○株式会社三重工場地球温暖化対策計画書 

 

１ 事業の概要 

事業者名  

工場（事業場）名  

所在地  

エネルギー管理指定工場等指定番号  

業種（資料４ 日本標準産業分類に基づく）  

 

２ 計画の期間 

２０２６年４月１日から２０２９年３月３１日までの期間とする。 

 

 

３ 調整後の温室効果ガスの排出の状況、排出の抑制に係る目標（調整後排出量） 

 

※ 調整後排出量は、基礎排出量に国内認証削減量や海外認証排出削減量、再生可能エネルギーの利用等に

よる排出削減効果を反映させた排出量です。 

※ 2030年度目標は、任意の記載項目です。 

 

４ 計画の基本的な方針 

 

 ※公表できる内容について記載してください。（三重県地球温暖化対策推進条例第８条第３

項による公表は、当該様式の第１面により行います。） 

  又は貴事業所において計画の基本的な方針を公開しているウェブページのURLを記載して

ください。 

 

 （例）温室効果ガスの中長期削減目標（2035年、2040年等任意の削減目標） 

    再生可能エネルギー等の使用計画（再エネ比率、排出係数）と導入計画 

    排出量削減目標の達成のための具体的な措置と取組に対する見込み効果 

    エネルギー消費原単位の改善に関する事項 

    SBT等イニシアティブに関する取組に関する事項 

    サプライチェーン全体での削減効果に関する事項 

    ボランタリークレジットの活用に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 基準年度（現況） 

（2025）年度 

目標年度 

（2028）年度 
2030年度目標 

温室効果ガス排出量（調整後排出量）  ton-CO2 ton-CO2 ton-CO2 

（第１面） 
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５ その他温室効果ガスの排出量の内訳等（基礎排出量等） 

（１）基礎排出量等 

※ 導入する再生可能エネルギーの種別には、太陽光、風力、地熱、水力、その他（非燃料由来の非化石、燃

料、熱等）を記載してください。 

※ 排出削減量等は、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに環

境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種類ごとの合計量を記載してください。 

※ 枠が不足する場合は、適宜追加してください。 

※ 2030年度目標は、任意の記載項目です。 

 

（２）非エネルギー起源CO2排出量等（現況） ※該当がある場合のみ 

別紙１「事業所単位の温室効果ガス算定排出量」のとおり 

 

（３）鉱業・化学製品の生産・使用量 ※該当がある場合のみ 

別紙２「鉱業・化学製品の生産・使用量」のとおり 

 

（４）エネルギーの使用の状況 

   別紙３「エネルギーの使用の状況」のとおり 

 

６ 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置 

別紙４「（計画用）地球温暖化対策チェックリスト」のとおり 

 

７ その他の地球温暖化対策防止に係る取組 ※該当がある場合のみ 

  別紙５「（計画用）温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する計画その他の計画」の

とおり 

 

 

 

 基準年度（現況） 

（2025）年度 

目標年度 

（2028）年度 
2030年度目標 

温室効果ガス排出量（基礎排出量） ton-CO2 ton-CO2 ton-CO2 

導入する再生可能エネルギーの種別    

導入する再生可能エネルギーの量 kW kW kW 

調整後温室効果ガス排出量の算定に用

いた国内認証排出削減量の量及び海外

認証排出削減量の量 

（種別） （種別） （種別） 

ton-CO2 ton-CO2 ton-CO2 

（第２面） 
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別紙１
（計画用）事業所単位の温室効果ガス算定排出量

排出年度： 年度

温対法の特定排出者全体と特定事業所が一致する場合、温対法様式１の第１表を添付いただければ結構です。

この様式は、エネルギー起源CO2以外の温室効果ガスの排出がある場合に、提出してください。

① ② ③ ④

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑤ ⑥ ⑦ ⑧

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑨ ⑩ ⑪ ⑫

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
① ② ③ ④

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑤ ⑥ ⑦ ⑧

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑨ ⑩ ⑪ ⑫

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
① ② ③ ④

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑤ ⑥ ⑦ ⑧

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2
⑨ ⑩ ⑪ ⑫

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

備考 １　排出年度の欄には、当該年度を記載すること。

２　番号１から３までの項に、事業所ごとに合計した温室効果ガス算定排出量を記載すること。

　また、事業所が４以上になる場合には、項の追加を行うこと。

３　①～⑫の欄には、それぞれ次に掲げる量を記載すること。

①　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量のうち、燃料（都市ガスを含む。

　以下同じ。）の使用に伴って発生する量（②を除く。）

②　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量のうち、廃棄物の原燃料使用に

　伴って発生する量

③　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量のうち、他人から供給された電

　気及び熱の使用に伴って発生する量

④　二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（①、②、③及び⑤を除く。）

⑤　廃棄物の原燃料使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（②を除く。）

⑥　メタンの温室効果ガス算定排出量

⑦　一酸化二窒素の温室効果ガス算定排出量

⑧　ハイドロフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量

⑨　パーフルオロカーボンの温室効果ガス算定排出量

3

2

1

番
　
　
号

事業所の名称

温室効果ガス算定排出量
①燃料の使用に伴うエ

ネルギー起源CO2（②を

除く。）

②廃棄物の原燃料使
用に伴うエネルギー

起源CO2

③他人から供給された電
気及び熱の使用に伴うエ

ネルギー起源CO2

④非エネルギー起源

CO2
（⑤を除く。）

⑤廃棄物の原燃料使
用に伴う非エネル

ギー起源CO2

⑦N2O ⑧HFC

⑨PFC ⑩SF6 ⑪NF3 ⑫エネルギー起源

CO2
（発電所等配分前）

⑥CH4
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⑩　六ふっ化硫黄の温室効果ガス算定排出量

⑪　三ふっ化窒素の温室効果ガス算定排出量

⑫　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量（発電所等配分前）

４　①の欄には、燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の排出量（他人への電気又は熱の供

　給に係るものを除く。）を記載すること。

５　②の欄には、次に掲げる活動に伴って発生する二酸化炭素の排出量（他人への熱の供給に

　係るものを除く。）の合計量を記載すること。

(1)　廃棄物の燃料としての使用

(2)　廃棄物を原材料とする燃料の使用

６　③の欄には、次に掲げる方法により算定した量を合算した量を記載すること。

(1)　次に掲げるアの量から、イ及びウの量を控除し、エの量を加算した量

ア　他人から供給された電気の使用量に排出係数を乗じて算定した二酸化炭素の排出量

イ　国内認証排出削減量のうち再生可能エネルギー電気の使用により削減されたものの無効化量

ウ　非化石電源二酸化炭素削減相当量

エ　国内認証排出削減量のうち再生可能エネルギー電気の使用により削減されたものの移転量

(2)　次に掲げるオの量から、カの量を控除し、キの量を加算した量

オ　他人から供給された熱の使用量に排出係数を乗じて算定した二酸化炭素の排出量

カ　国内認証排出削減量のうち再生可能エネルギー熱の使用により削減されたものの無効化量

キ　国内認証排出削減量のうち再生可能エネルギー熱の使用により削減されたものの移転量

７　⑤の欄には、廃棄物の焼却（焼却時に発生する熱を回収するものに限る。）に伴って発生する二酸化炭素の

　温室効果ガス算定排出量を記載すること。

８　⑧及び⑨の欄には、地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成11年政令第143号）に定める温室効

　果ガスであるハイドロフルオロカーボンである物質の温室効果ガス算定排出量及びパーフルオロカーボンで

　ある物質の温室効果ガス算定排出量について、それぞれその合計量を記載すること。

９　⑫の欄は、本報告に係る特定排出者が、電気事業の用に供する発電所又は熱供給事業の用に供する熱供給施

　設を設置している場合に記載すること。

10　⑫の欄には、燃料の使用に伴って発生する二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量を記載すること（他人への

　電気又は熱の供給に係るものを含む。）。



22 

 

  別紙２

ton-CO2

ton-CO2

ton-CO2

ton-CO2

ton-CO2

ton-CO2

ton-CO2
※　省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）による報告内容と一致させてください。
※　排出活動については、別タブ「排出活動一覧」をご確認ください。
※　各ガスの排出量の合計は、別紙１で記載した量と一致させてください。
※　枠が不足する場合は、追加してください。

排出活動 排出量

排出活動 排出量

排出量排出活動

SF6（六ふっ化硫黄）

排出活動

排出活動 排出量

鉱業・化学製品の生産・使用量
※該当がある場合に添付してください。

非エネルギー起源CO2

排出活動 排出量

NF3（三ふっ化窒素）

排出量

排出活動 排出量

CH4（メタン）

N2O（一酸化二窒素）

HFC（ハイドロフルオロカーボン）

PFC（パーフルオロカーボン）
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数値 熱量GJ 数値 熱量GJ 数値 熱量GJ 数値 熱量GJ

kl

kl

kl

kl

kl

kl

kl

kl

kl

t

t

t

千㎥

t

千㎥

t

t

t

t

t

t

t

t

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

千㎥

GJ

t

t

t

kl

kl

千㎥

t

t

t

t

t

kl

千㎥

t

t

t

GJ

GJ

GJ小計

非

化

石

燃

料

黒液

木材

木質廃材

バイオエタノール

バイオディーゼル

廃油

廃棄物ガス

混合廃材

水素

アンモニア

その他の
燃料

（　　　　　）

（　　　　　）

バイオガス

その他バイオマス

ＲＤＦ

ＲＰＦ

廃タイヤ

廃プラスチック

石油アスファルト

石油コークス

石油ガス
液化石油ガス(ＬＰＧ)

石油系炭化水素ガス

可燃性天
然ガス

液化天然ガス(ＬＮＧ)

その他可燃性天然ガス

石炭コークス

高炉ガス

発電用高炉ガス

転炉ガス

石炭

輸入原料炭

コークス用原料炭

吹込用原料炭

輸入一般炭

国産一般炭

輸入無煙炭

その他
都市ガス

別紙３　エネルギーの使用の状況（省エネ法指定-第２表の写しを添付していただければ結構です）

エネルギーの種類 単位

2025年度（基準年度）

使用量
他者に供給する熱・電気を発
生させるために使用した燃

料

販売した副生エネルギーの
量

購入した未利用熱の量

化

石

燃

料

原油（コンデンセートを除く）

原油のうちコンデンセート（ＮＧＬ）

揮発油

ナフサ

ジェット燃料油

灯油

軽油

Ａ重油

Ｂ・Ｃ重油

（　　　　　）

小計

コールタール

コークス炉ガス
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GJ

うち非化石 GJ

GJ

うち非化石 GJ

GJ

うち非化石 GJ

GJ

うち非化石 GJ

GJ

うち非化石 GJ

GJ

GJ

GJ

GJ

（　　　　　） GJ

（　　　　　） GJ

GJ

GJ

千kWh

うち非化石 千kWh

千kWh

千kWh

千kWh

千kWh

うち非化石 千kWh

重み付け非化石 千kWh

千kWh

　うち非化石 千kWh

重み付け非化石 千kWh

千kWh

kw

千kWh

kw

千kWh

kw

千kWh

kw

千kWh

kw

千kWh

kw

化石 千kWh ※1

非化石 千kWh ※1

化石 千kWh ※1

非化石 千kWh ※1

千kWh

千kWh

千kWh

備
考

1

2
※１欄に記入する熱量換算値は、電気の量１千キロワット時を熱量8.64ギガジュールとして換算した値を用いる事。また、この熱量換算値は小計欄には含め
ない

こと。

合計　GJ

うち非化石　GJ

原油換算　kl

うち非化石　kl

前年度原油換算　kl

対前年度比　（％）

含めた全体のエネルギー使用量の内数とすること。

他者に供給する熱・電気を発生させるために使用した燃料の使用量については、自ら使用する熱・電気を発生させるために使用する化石燃料及び非化石燃
料も

電

気

電気事業
者から
の買電

電気事業者

上記以外
の買電

オフサイト型PPA
（重み付けなし）

オフサイト型PPA
（重み付けあり）

自己託送
 （非燃料由来の非化石電気）

上記以外の自己託送

（　　　　　　　　　　）

小計

うち非化石

重み付け非化石

自家発電

太陽光

風力

地熱

水力

その他
［非燃料
由来の非

化石］

（　　　　　）

（　　　　　）

その他
［燃料］

その他
［熱］

温泉熱

太陽熱

雪氷熱

その他

小計

うち非化石

熱

他者から
購入した

熱

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

冷水

その他　（　　　　　）

その他使
用した熱

地熱
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様式２ 

 

令和  年  月  日 

 

  三重県知事 あて 

 

                                               三重県○○市○○町○番地     

                                               ○○株式会社 

                                               代表取締役 ○○ ○○ 

 

地球温暖化対策計画書の変更について 

 

    ○○年○○月○○日付けで提出した地球温暖化対策計画書について、下記のとおり変更しました

ので、別添のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 提出資料   地球温暖化対策計画書 １部 または 電子媒体 １部 

  

２ 変更箇所（変更内容） 

 

 

３ 変更理由 

 

 

 

４ 地球温暖化対策担当部署    部   課 

担当者名  

電話番号  

FAX番号  

電子メールアドレス  

 

法人の代表者による提出が困難

な場合には、工場（事業所）長

による提出も可とします。 

資料 3 
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日本標準産業分類  

 

中分類項目  中分類項目  中分類項目 

農業  電気業  不動産取引業 

林業  ガス業  不動産賃貸業・管理業 

漁業（水産養殖業を除く）  熱供給業  物品賃貸業 

水産養殖業  水道業  学術・開発研究機関 

鉱業，採石業，砂利採取業  通信業  専門サービス業（他に分類され
ないもの） 

総合工事業  放送業  広告業 

職別工事業（設備工事業を除
く） 

 情報サービス業  技術サービス業（他に分類され
ないもの） 

設備工事業  インターネット附随サービス業  宿泊業 

食料品製造業  映像・音声・文字情報制作業  飲食店 

飲料・たばこ・飼料製造業  鉄道業  持ち帰り・配達飲食サービス業 

繊維工業  道路旅客運送業  洗濯・理容･美容･浴場業 

木材・木製品製造業（家具を
除く） 

 道路貨物運送業  その他の生活関連サービス業 

家具・装備品製造業  水運業  娯楽業 

パルプ・紙・紙加工品製造業  航空運輸業  学校教育 

印刷・同関連業  倉庫業  その他の教育，学習支援業 

化学工業  運輸に附帯するサービス業  医療業 

石油製品・石炭製品製造業  郵便業（信書便事業を含む）  保健衛生 

プラスチック製品製造業（別
掲を除く） 

 各種商品卸売業  社会保険・社会福祉・介護事業 

ゴム製品製造業  繊維・衣服等卸売業  郵便局 

なめし革・同製品・毛皮製造
業 

 飲食料品卸売業  協同組合（他に分類されないも
の） 

窯業・土石製品製造業  建築材料，鉱物・金属材料等卸売
業 

 廃棄物処理業 

鉄鋼業  機械器具卸売業  自動車整備業 

非鉄金属製造業  その他の卸売業  機械等修理業（別掲を除く） 

金属製品製造業  各種商品小売業  職業紹介・労働者派遣業 

はん用機械器具製造業  織物・衣服・身の回り品小売業  その他の事業サービス業 

生産用機械器具製造業  飲食料品小売業  政治・経済・文化団体 

業務用機械器具製造業  機械器具小売業  宗教 

電子部品・デバイス・電子回
路製造業 

 その他の小売業  その他のサービス業 

電気機械器具製造業  無店舗小売業  外国公務 

情報通信機械器具製造業  銀行業  国家公務 

輸送用機械器具製造業  協同組織金融業  地方公務 

その他の製造業  貸金業，クレジットカード業等非
預金信用機関 

 分類不能の産業 

  金融商品取引業，商品先物取引業   

  補助的金融業等   

  保険業（保険媒介代理業，保険サ
ービス業を含む） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 4 

（出典：日本標準産業分類（令和６年４月改定））  
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別紙４

様式３
（計画用）地球温暖化対策チェックリスト

※チェックリスト作成にあたっては、三重県事業者地球温暖化対策指針をご参照ください。

運
用
可
能
箇
所
・
設
備
で
全
て
実

施
・
導
入

部
分
的
に
は
実
施
・
導
入

実
施
・
導
入
し
て
い
な
い

対
策
は
実
施
・
導
入
で
き
な
い

（
2
0
2
6

）
年
度

（
2
0
2
7

）
年
度

（
2
0
2
8

）
年
度

実
施
し
な
い

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -
- - - - - - - - -

ア 推進体制の整備
イ エネルギーの使用に関するデータ管理
ウ 運転管理
エ 保守及び点検

- - - - - - - - -
ア 燃料の燃焼の合理化（燃焼設備）
イ 加熱及び冷却並びに伝熱の合理化（熱利用設備）
ウ 排熱の回収利用（排熱回収設備）
エ 熱の動力等への変換の合理化

オ
放射、伝熱、抵抗等によるエネルギーの損失の防止（熱利用設備並びに
受変電設備及び配電設備）

カ 電気の動力、熱等への変換の合理化（電気使用設備）
キ エネルギー管理システム（EMS）等の採用

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

ア 燃焼設備

イ 熱利用設備

ウ 排熱回収設備

エ 発電専用設備、コージェネレーション設備

オ 電気使用設備

カ 空気調和設備

キ 給湯設備、換気設備、昇降設備等

ク 照明設備

ア 再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの活用

イ 余剰蒸気の活用等

ウ エネルギー使用合理化に関するサービス提供事業者の活用

- - - - - - - - -

ア 環境物品等の選択

イ 廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用その他資源の有効利用

- - - - - - - - -

ア 推進体制の整備及び日常的な管理

イ 低燃費車の導入

ウ エコドライブの推進

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

ア 通勤バスの運行

イ 自転車利用の推進

ウ パークアンドライドの奨励

エ 通勤手当の見直し等

オ 旅客輸送事業者等との連携強化

カ 従業員への研修及び啓発

（　2025　）年度
実施予定時期

実施・導入状況 該
当
な
し

①運用による対策
１．事業活動に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

２．自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

①公共交通機関等の利用等への転換

３．従業員のマイカー通勤に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

③その他の対策

温室効果ガス削減対策メニュー

（１）一般管理の実施

②設備導入等による対策

（１）ボイラー・工業炉・空調・照明等設備への省エネ技術の導入（設備改善を含む）

（２）その他の排出抑制対策

（２）ボイラー・工業炉・空調・照明等設備の運用改善

「部分的には実施」、「実施してい

ない」、「実施できない」、を選択し

た場合は、右の実施予定時期を記

載してください。 

資料 5 

該当する項目に○を記入してください。 
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- - - - - - - - -

ア 自動車整備の促進

イ 従業員への支援

ウ 従業員への研修及び啓発

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

ア 公共交通機関や自転車利用の促進

イ エコドライブの啓発

ウ 次世代自動車の啓発

- - - - - - - - -

ア 電気自動車用充電器の整備

イ 十分な広さの駐輪場の設置・維持管理

ウ 駐車場周辺への交通案内看板の設置

エ 交通整理員の配置

- - - - - - - - -

ア 公共交通機関利用者へのインセンティブの付与

イ 送迎バスの運行

ウ 自転車での来場者へのサービス提供

エ 次世代自動車利用者へのインセンティブの付与

- - - - - - - - -

ア 荷物の宅配サービスの実施

イ インターネット等を利用した物品販売の促進

※運用可能箇所・設備で全て実施・導入・・・・・全ての箇所や設備で実施・導入済み
　部分的には実施・導入・・・・・一部の箇所や設備で実施・導入済み
  実施・導入していない・・・・・実施・導入できる状態だが、実施・導入していない
  実施・導入できない・・・・・費用や設備等の理由により実施・導入できていない
  該当なし・・・・・実施・導入できる箇所や設備がない

③施設利用者に対するサービスの提供

④宅配サービスの実施等

②エコドライブ等の推進

４．劇場、映画館その他の集客施設における利用者の来場に係る自動車等の使
用に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

①公共交通機関や自転車利用等の啓発

②施設整備・維持管理
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令和  年  月  日 

 

  三重県知事 あて 

 

                                                 三重県○○市○○町○番地     

                                                 ○○株式会社 

                                                 代表取締役 ○○ ○○ 

 

地球温暖化対策実施状況報告書の提出について 

 

   三重県地球温暖化対策推進条例第９条の規定に基づき、下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 提出資料   地球温暖化対策実施状況報告書等 １部 または 電子媒体 １部 

 

２ 地球温暖化対策担当部署   部  課 

担当者名  

電話番号  

FAX番号  

電子メールアドレス  

資料 6 
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 ○○年度地球温暖化対策実施状況報告書 

１ 事業の概要 

事業者名  

工場（事業場）名  

所在地  

エネルギー管理指定工場等指定番号  

業種（資料４ 日本標準産業分類に基づく）  

 

２ 温室効果ガスの排出の状況等 

※ 調整後排出量は、基礎排出量に国内認証削減量や海外認証排出削減量、再生可能エネルギーの利用等

による排出削減効果を反映させた排出量です。 

※ 基準年度欄、目標年度欄及び2030年度目標欄には、三重県地球温暖化対策推進条例第８条第１項の規

定に基づき提出した地球温暖化対策計画書に記載した目標値を記載してください。 

※ 導入する再生可能エネルギーの種別には、太陽光、風力、地熱、水力、その他（非燃料由来の非化

石、燃料、熱等）を記載してください。 

※ 排出削減量等は、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量の種別ごとの合計量並びに

環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の種類ごとの合計量を記載してください。 

※ 枠が不足する場合は、適宜追加してください。 

※ 2030年度目標は、任意の記載項目です。 

 

３ 製造品出荷額等 ※製造業事業所のみ 

製造品出荷額等 百万円 

※ 製造品出荷額、加工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出たくず及び廃物の出荷額の合計であ

り、消費税内国消費税額を含んだ額を記載してください。 

 

 

 

 基準年度 

（2025）年度 

現況 

（20XX）年度 

目標年度 

（2028）年度 
2030年度目標 

温室効果ガス排出量 

（基礎排出量） 
ton-CO2 ton-CO2 ％ ton-CO2 

温室効果ガス排出量 

（調整後排出量） 
ton-CO2 ton-CO2 ％ ton-CO2 

導入する再生可能 

エネルギーの種別 
    

導入する再生可能 

エネルギーの量 
kW kW ％ kW 

調整後温室効果ガス排出

量の算定に用いた国内認

証排出削減量の量及び海

外認証排出削減量の量 

（種別） （種別） （種別） （種別） 

ton-CO2 ton-CO2 ％ ton-CO2 

（第１面） 様式４ 
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４ その他温室効果ガス排出量の内訳等 

（１）非エネルギー起源CO2排出量等 ※該当がある場合のみ 

   別紙１「事業所単位の温室効果ガス算定排出量」のとおり 

 

（２）鉱業・化学製品の生産・使用量 ※該当がある場合のみ 

別紙２「鉱業・化学製品の生産・使用量」のとおり 

 

（３）エネルギーの使用の状況 

   別紙３「エネルギーの使用の状況」のとおり 

 

５ 温室効果ガスの排出の抑制に係る措置 

別紙４「（報告用）地球温暖化対策チェックリスト」のとおり 

 

６ 温室効果ガス排出抑制への取組とその効果 ※該当がある場合のみ 

  別紙５「（報告用）温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する計画その他の計画」

のとおり 

（第２面） 



32 
 

  

別紙４

様式５

（報告用）地球温暖化対策チェックリスト
※チェックリスト作成にあたっては、三重県事業者地球温暖化対策指針をご参照ください。

運
用
可
能
箇
所
・
設
備
で
全
て
実

施
・
導
入

部
分
的
に
は
実
施
・
導
入

実
施
・
導
入
し
て
い
な
い

対
策
は
実
施
・
導
入
で
き
な
い

- - - - -

- - - - -
- - - - -

ア 推進体制の整備
イ エネルギーの使用に関するデータ管理
ウ 運転管理
エ 保守及び点検

- - - - -
ア 燃料の燃焼の合理化（燃焼設備）
イ 加熱及び冷却並びに伝熱の合理化（熱利用設備）
ウ 排熱の回収利用（排熱回収設備）
エ 熱の動力等への変換の合理化

オ
放射、伝熱、抵抗等によるエネルギーの損失の防止（熱利用設備並びに受
変電設備及び配電設備）

カ 電気の動力、熱等への変換の合理化（電気使用設備）
キ エネルギー管理システム（EMS）等の採用

- - - - -

- - - - -

ア 燃焼設備

イ 熱利用設備

ウ 排熱回収設備

エ 発電専用設備、コージェネレーション設備

オ 電気使用設備

カ 空気調和設備

キ 給湯設備、換気設備、昇降設備等

ク 照明設備

ア 再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの活用

イ 余剰蒸気の活用等

ウ エネルギー使用合理化に関するサービス提供事業者の活用

- - - - -

ア 環境物品等の選択

イ 廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用その他資源の有効利用

- - - - -

ア 推進体制の整備及び日常的な管理

イ 低燃費車の導入

ウ エコドライブの推進

- - - - -

- - - - -

ア 通勤バスの運行

イ 自転車利用の推進

ウ パークアンドライドの奨励

エ 通勤手当の見直し等

オ 旅客輸送事業者等との連携強化

カ 従業員への研修及び啓発

（２）その他の排出抑制対策

温室効果ガス削減対策メニュー

（　2025　）年度
実施・導入状況 該

当
な
し

１．事業活動に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置
①運用による対策
（１）一般管理の実施

（２）ボイラー・工業炉・空調・照明等設備の運用改善

②設備導入等による対策

（１）ボイラー・工業炉・空調・照明等設備への省エネ技術の導入（設備改善を含む）

③その他の対策

２．自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

３．従業員のマイカー通勤に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置

①公共交通機関等の利用等への転換

資料 7 
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- - - - -

ア 自動車整備の促進

イ 従業員への支援

ウ 従業員への研修及び啓発

- - - - -

- - - - -

ア 公共交通機関や自転車利用の促進

イ エコドライブの啓発

ウ 次世代自動車の啓発

- - - - -

ア 電気自動車用充電器の整備

イ 十分な広さの駐輪場の設置・維持管理

ウ 駐車場周辺への交通案内看板の設置

エ 交通整理員の配置

- - - - -

ア 公共交通機関利用者へのインセンティブの付与

イ 送迎バスの運行

ウ 自転車での来場者へのサービス提供

エ 次世代自動車利用者へのインセンティブの付与

- - - - -

ア 荷物の宅配サービスの実施

イ インターネット等を利用した物品販売の促進

※運用可能箇所・設備で全て実施・導入・・・・・全ての箇所や設備で実施・導入済み
　部分的には実施・導入・・・・・一部の箇所や設備で実施・導入済み
  実施・導入していない・・・・・実施・導入できる状態だが、実施・導入していない
  実施・導入できない・・・・・費用や設備等の理由により実施・導入できていない
  該当なし・・・・・実施・導入できる箇所や設備がない

①公共交通機関や自転車利用等の啓発

②施設整備・維持管理

③施設利用者に対するサービスの提供

④宅配サービスの実施等

②エコドライブ等の推進

４．劇場、映画館その他の集客施設における利用者の来場に係る自動車等の使用
に伴う温室効果ガスの排出を抑制するための措置
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様式６ 

 

令和  年  月  日 

 

  三重県知事 あて 

 

                                                 三重県○○市○○町○番地     

                                                 ○○株式会社 

                                                 代表取締役 ○○ ○○ 

 

地球温暖化対策計画書作成義務解除届出について 

 

下記のとおり、第 種エネルギー管理指定工場の指定が取消されたため、地球温暖化対策計画書作成義

務の解除届出を提出します。 

 

記 

  

１ 指定が取消された工場等の名称   

 

２ 指定が取消された日      年  月  日 

 

３ 添付資料 行政庁からの指定取消し通知文書の写し １部 

 

４ 地球温暖化対策担当部署    部   課 

担当者名  

電話番号  

FAX番号 電子メールアドレス  

  

資料 8 
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別紙５ 

（計画用／報告用）温室効果ガス排出量の削減目標に対する取組状況等 
※温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の様式第２の写しを添付していただいても結構です。 

 

１．温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．温室効果ガスの排出量の削減に関し実施する措置に関する計画 

① 省エネルギーの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

② 再生可能エネルギーの使用状況 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

③ エネルギー転換の状況（電化、燃料転換等） 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  
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④ その他の実施した措置（工業プロセスの変更、農業方法の変更等） 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

３．温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量以外の温室効果ガスの排出量並びに吸収

量等に関する計画 

（１）温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量以外の温室効果ガスの排出量に関する

計画 

① サプライチェーン排出量算定・削減の取組 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

② 企業グループ全体の温室効果ガスの排出量 t-CO2 

 

 

 算定対象範囲（国内事業者のみ、国外事業者も含む等）その他の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  
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（２）他の者の温室効果ガス排出量の削減に貢献する取組及び削減貢献量に関する計画 

① 二酸化炭素を大気中に排出せずに回収して製品等に利用することで他の者の温室効果ガス排出

量の削減に寄与した量に関する計画 

 

回収する二酸化炭素の量 t-CO2 

回収する二酸化炭素の 

用途等に関する情報 

 

 

 

 

   

詳細URL  
 

 

② その他他の者の温室効果ガス排出量の削減に貢献する取組及び削減貢献量に関する計画 

 

 

 

 

 

 

  

詳細URL  

   

（３）調整後温室効果ガス排出量の調整に活用したクレジット以外のクレジットの取得・活用に関す

る計画 

 

 

 

 

 

 

  

詳細URL  

 

（４）自らの温室効果ガス吸収等の取組及び吸収量等に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  
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５．温室効果ガスの排出量等の信頼性向上に関する計画 

① 温室効果ガスの排出量等に対する自らの確認に関する計画 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

② 温室効果ガスの排出量等に対する第三者による検証又は保証に関する計画  

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  
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６．気候変動関連の目標、計画及び情報開示に関する情報 

（１）気候変動関連の目標に関する情報 

長期目標から順に記載すること 

 

 目標１ 目標年又は年度  年又は年度 

  基準年又は年度  年又は年度 

  
目標詳細（目標の

対象、目標値等） 
 

  
目標に対する進捗

状況 
 

    

  詳細URL  

 

 目標２ 目標年又は年度  年又は年度 

  基準年又は年度  年又は年度 

  
目標詳細（目標の

対象、目標値等） 
 

  
目標に対する進捗

状況 
 

    

  詳細URL  
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（２）気候変動関連の計画に関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

（３）気候変動関連の情報開示に関する情報 

① サステナビリティ関連情報開示の実施（TCFD提言への賛同も含む。） 

□ 実施している 

      

② 具体的な情報開示の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

詳細URL  

 

７．その他の情報 
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備考 １ 本様式の提出は任意であること。 
２ 提供された情報については公文書開示請求の対象となるものであること。ただし、製品の販売
のための広告等法の規定の趣旨に反して記載された情報であると認められるものについては、こ
の限りでない。 

３ 全ての欄に記載する必要はないこと。 
４ 温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報の欄には、温室効果ガス算定排出量の増減
の状況のほか、増減の理由その他の増減の状況に関する評価について記載することができる。 

５ 温室効果ガスの排出量の削減に関し実施した措置に関する情報の欄には、省エネルギーの取組
状況、再生可能エネルギーの使用状況、エネルギー転換の状況、その他の実施した措置について、
削減効果と併せて記載することができる。 

６ 温室効果ガス算定排出量等の算定方法及び算定の基礎となるデータの管理方法に関する情報
の欄には、温室効果ガス算定排出量の増減の状況に関する情報の欄で記載した温室効果ガスの排
出量の削減に関し実施した措置に関する情報の欄で記載した削減効果の算定方法の詳細並びに
算定に必要なデータを把握する具体的方法について記載することができる。また、政省令で定め
る算定方法・排出係数と異なる算定方法（実測、モデル計算等）・排出係数を用いて排出量を算定
した場合、その詳細についても記載することができる。 

７ 温室効果ガス算定排出量及び調整後温室効果ガス排出量以外の温室効果ガスの排出量に関す
る情報の欄には、サプライチェーン排出量（Scope1排出量（事業者自らが直接的に排出する温室
効果ガスの量）、Scope2 排出量（他者から供給された電気又は熱の使用に伴い間接的に排出する
温室効果ガスの量）及び Scope3排出量（Scope2排出量以外で事業者が間接的に排出する温室効
果ガスの量）の合計量をいう。）算定・削減の取組、企業グループ全体の温室効果ガスの排出量に
ついて記載することができる。企業グループ全体の温室効果ガスの排出量に関しては、算定対象
とした企業グループの範囲等についても併せて記載することができる。 

８ 他の者の温室効果ガス排出量の削減に貢献する取組及び削減貢献量に関する情報の欄には、二
酸化炭素を大気中に排出せずに回収して製品等に利用することで他の者の温室効果ガス排出量
の削減に寄与した量その他他の者の温室効果ガス排出量の削減に貢献する取組及び削減貢献量
について、回収した二酸化炭素の用途等に関する情報及び削減貢献量の算定方法の詳細と併せて
記載することができる。 

９ 調整後温室効果ガス排出量の調整に活用したクレジット以外のクレジットの取得・活用に関す
る状況の欄には、国内認証排出削減量又は海外認証排出削減量として定められたクレジット以外
のクレジットの取得・活用の状況について記載することができる。 

10 自らの温室効果ガス吸収等の取組及び吸収量等に関する情報の欄には、自らの森林経営等によ
る温室効果ガス吸収の取組及びその吸収量並びに炭素貯蔵の取組及びその貯蔵量について記載
することができる。吸収量等の記載に当たっては、その算定方法についても記載すること。 

11 温室効果ガスの排出量等の信頼性向上に関する情報の欄には、温室効果ガスの排出量等に対す
る自らの確認又は第三者による検証若しくは保証の有無について、また、それらがある場合は、
確認又は検証若しくは保証の対象や実施された手続等その具体的内容について記載することが
できる。 

12 気候変動関連の目標に関する情報の欄には、温室効果ガスの排出量の削減目標等の気候変動対
策に関する目標について、目標年又は年度、基準年又は年度、目標の対象、目標値、目標に対す
る進捗状況を含めて記載することができる。また、SBTi（企業がパリ協定と整合した温室効果ガ
スの排出量の削減目標を設定し、認定を取得する国際的なイニシアティブ）の認定取得状況、
RE100（企業が事業で使用する全ての電力を再生可能エネルギー由来の電力で賄うことを目指す
国際的なイニシアティブ）への参加状況等についても記載することができる。 

  ３つ以上の目標を記載する場合は、記載欄を追加すること。 
13 気候変動関連の計画に関する情報の欄には、温室効果ガスの排出量の削減及び吸収に関する計

画・戦略、ビジネスモデルの転換又は技術開発・イノベーションの取組状況・計画について記載
することができる。 

14 気候変動関連の情報開示に関する情報の欄には、サステナビリティ関連情報開示の実施（TCFD
提言（TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）が 2017年に公表した「Recommendations of 
the Task Force on Climate-related Financial Disclosures」をいう。）への賛同を含む。）及
び具体的な情報開示の取組状況について記載することができる。 

15 その他の情報の欄には、上記のいずれの欄にも記載しなかった温室効果ガスの排出量の削減等

に関する情報について記載することができる。 
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津
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阪
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災
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勢
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摩
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賀
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域
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事務担当 

三重県環境生活部環境共生局地球温暖化対策課 

TEL：059-224-2368 FAX：059-229-1016 

E-mail：ontaik@pref.mie.lg.jp 

 

 


